
環境教育活動

4 環境の保全に関する教育研究活動

あらゆる専門分野から環境問題への教育研究を
進め、環境配慮に貢献できる人材を育成する。

◆日本エネルギー環境教育学会第５回全国大会及びエ

コスクールの開催

資源エネルギー庁が�日本生産性本部エネルギー環
境教育情報センターに委託して実施している九州・沖

縄地区エネルギー教育推進会議と連携して、長崎大学

エネルギー環境教育研究会が実施した出前授業等の教

育支援活動・研究は９校で実施され、日本エネルギー

環境教育学会第５回全国大会で発表された。

・長崎県立長崎工業高校の燃料電池車開発支援（平成

２２年度）

・長崎市立滑石小学校６年生省エネ教室（３回）

・鹿児島市立西陵小学校５年生、長崎市立稲佐小学校

６年生、時津町立時津北小学校４年生、長崎県立島

原工業高校２年生、長崎県立佐世保工業高校２年生、

熊本県立鹿本商工高校１年生、精道小学校女子部６

年生（各１回）

また、同研究会が工学部と教育学部の学生を対象に

実施した活動として、西部ガス�長崎支社と共同実施
した「エコクッキング講習会」と九州電力�長崎支店
と共同実施した「玄海原子力・松浦火力発電所施設見

学会」がある。

◆共同研究交流センターにおける実験廃液処理施設見

学会の実施

本学工学部応用化学科の学生を対象として、共同研

究交流センターの無機系および有機系廃液処理施設の

見学会を行った。学生約５０名の参加の下、活発な質疑

応答が行われた。座学により得た知識が実用化されて

いる現場を自らの目で見、耳で聞き、鼻で嗅ぎ、体で

感じることは、化学工学を学ぶ学生にとって非常に貴

重な経験になったと考えられる。また、本学の無機系

および有機系実験廃液の管理システムを理解すること

を通して、環境に配慮できる人材育成に貢献できた。
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環境研究活動

研究対象のイメージ（農業用水路の改良）

◆生涯学習教育センターにおける公開講座「環境問題

を考える」の実施

この講座は６月中旬から４週にわたるもので、第１

回は地球温暖化とCO２削減の問題、第２回はゴミ・廃

棄物処理とリサイクルの問題、第３回は水処理と地下

水汚染の問題、第４回は環境行政の問題を取り上げ、

受講生の皆さんと一緒に考えていくというものである。

多様な専門分野が連携した環境研究を遂行する。

◆廃石膏ボードの熱処理によりリサイクルされる「再

生石膏」の中性固化材としての特長を活かした地盤改

良材の開発

本研究課題について平成２２年度は、次のとおり取り

組んだ。

�再生石膏・PS灰混合固化材を添加した改良土の
力学的・化学的特性の評価

�再生石膏中性固化材とフライアッシュの地盤改良
材による強度発現の検証

�再生石膏を中心とした混合固化材による改良土の
乾湿繰返しによる強度変化

内容は、建設分野における軟弱地盤の改良において

は、一般的にアルカリ度の強いセメント形固化材が用

いられる。これらは改良効果が高いものの、地下水や

周辺の河川・クリークの水に化学的な影響を及ぼすこ

とが懸念される。そこで、固化の前後において中性的

性状を呈する再生石膏を主体とした固化材の開発によ

り、クリーク等の農業施設の建設・維持補修において、

その影響を軽減できるものと考えられている。一方、

石膏単体では固結力がセメントのそれに比して小さい

ため、これを補うべくペーパースラッジ灰や高炉セメ

ントを添加した材料を開発し、これらを用いた改良土

の力学的・化学的特性や乾湿繰り返しによる強度特性

の変化について、実験的な検証に取り組んでいる。
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実験風景１

実験風景２
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試験結果の一例（改良材添加量と一軸圧縮強度との関係）

◆重点研究課題「次世代エネルギー物質科学の基盤構

築」の実施

本研究課題は長崎大学第２期中期目標・中期計画の

重点研究課題としてスタートし、CO２削減に向けた先

端研究および若手研究者育成を進めている。

内容はついて、物質科学に基礎を置いて、特に下記

の２つのテーマに焦点を絞り、現行の関連技術開発の

先を見通した革新的な技術の創出について専門分野の

異なる教員が連携して研究している。

� 次世代蓄電デバイス材料の開発

� 新規なエネルギー資源合成技術の開発

� 次世代蓄電デバイス材料の開発

蓄電デバイスの開発については、プラグインハイブ

リッド車や電気自動車の動力源や自然エネルギー負荷

平準用蓄電システムへの応用を目指した研究開発が世

界中で活発化している。本課題では、主として以下の

観点から基礎的かつ革新的な蓄電デバイス材料の開発

に取組む。

�高出力・大容量 Li イオン二次電池の開発：蓄電
デバイスの用途拡大に伴い、大容量化、低コスト化、

安全性等の性能向上が望まれている。CO２削減のため

には、利便性を考慮して普及を促進できるデバイス性

能やさらなるエネルギー効率の向上を可能にするデバ

イス開発も必要である。本研究では、大容量化のみな

らず高出力特性も兼ね備えた新しい蓄電デバイス材料

の開発を行い、エネルギー回生も視野に入る革新的蓄

電デバイスの開発を行っている。

�高性能な全固体型 Li イオン二次電池の開発：安
全性の観点から現行の電解液を固体電解質に置き換え

た全固体型 Li イオン二次電池が次世代電池として注

目されているが、固体中のイオン伝導性が低いことも

あり、十分な性能を発揮するには至っていない。本研

究では、高容量と高出力を可能にする革新的な全固体

型 Li イオン二次電池の開発にチャレンジしている。

� 新規なエネルギー資源合成技術の開発

化石燃料に代わる新しいエネルギー資源の創出は重

要な課題であり、現在では、バイオ燃料の合成やメタ

ンガス回収などの技術開発が活発に行われている。そ

のような背景において、本課題では、温暖化ガスの排

出削減とエネルギー資源創出を同時に解決できるよう

な新技術の開発に取り組んでいる。例えば、CO２を効

率よく有用なエネルギー物質に変換する新しい触媒や

反応システムの開発など、エネルギー資源創出のため

の新しい物質変換技術の開発にチャレンジしている。
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◆GCOM-C1向け森林火災検知アルゴリズムおよび

地表面温度推定アルゴリズム開発（JAXA委託研究）

２０１４年度に宇宙航空研究開発機構（JAXA）が打ち

上げを予定しているGCOM-C1（Global Climate Ob-

servation Mission － Climate 1）衛星に搭載される

SGLI（Second Generation GLobal Imager）センサを

用いた森林火災検知アルゴリズム、地表面温度推定ア

ルゴリズム開発を実施した。森林火災は、安全な生活

を脅かすものであるだけでなく、気候変動に影響を及

ぼす炭酸ガスの排出源の増加、炭酸ガス吸収源である

森林の消失など地球環境にも影響を及ぼすものである

ため、緊急かつ高精度に検知する必要がある。また、

地表面温度は、地球温暖化の程度を示す指標としての

役割だけでなく、生活環境の指標としての利用や、炭

酸ガス吸収源である植生の状態把握にも利用される。

これらの物理量を衛星から広域に同品質で推定するこ

とは、全球的な地球環境把握に重要な役割を果たすも

のであり、大規模科学である地球環境解明に多大な貢

献をするものであると信ずる。開発中のアルゴリズム

は、JAXAに納品され、JAXAによって、衛星観測デー

タから森林火災箇所、地表面温度を推定するのに用い

られる標準アルゴリズムであり、推定された結果は、

標準プロダクトとして世界中の研究者に配布される。

このため、これらのアルゴリズムは、全球で、精度良

く推定できるものであるだけでなく、推定値全ての品

質情報を付与できるものでなければならない。そのた

め、アルゴリズム開発にあたっては、火災データ、気

象データなどと、先行する同型センサであるアメリカ

合衆国のMODIS センサのデータを用いて、放射伝達

理論、パターン認識理論を駆使して、よりよい成果を

得るための努力を続けている。森林火災検知アルゴリ

ズム開発において、平成２２年度は、SGLI の１．６、２．２、

１０．８［�］帯を用いた森林火災検知アルゴリズムの推
定スキームを構築した。図１に２００１年９月２３日のアメ

リカ合衆国カリフォルニア州サンバナディーノ地区の

森林火災の観測画像と本研究で開発したアルゴリズム

で推定した火災地域を示す。

また、平成２２年度は、地表面温度推定に必要な地表

面放射率を、可視、近赤外、短波長赤外域での衛星観

測値から推定するアルゴリズムを開発した。図２は、

２０００年から２０１０年までの全球の１０．８，１２．０［µm］の放
射率の平均値である。
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図１ ２００１年９月２３日のサンバナディーノ地区の森林火災
（左：衛星観測画像、右：火災部検知画像）

図２ 可視、近赤外、短波長赤外域の衛星観測値から推定した
地表面放射率（左：１０．８［�］、右：１２．０［�］）

◆ドイツの環境倫理に関連する研究発表及び研究成果

の公刊

第９回広島大学応用倫理学プロジェクト研究センター

例会

日時 ２０１０年９月２６日�１３：００～１７：３０
場所 広島大学文学研究科大会議室

発表題名 ゼール『自然の美学』の倫理学的位置づけ

論文名は発表題名と同じ。『ぷらくしす』第１２号、２０１１

年３月、１７～２６頁。

◆都市における音環境の調査・研究の実施

従来、都市の中の音環境は、騒音レベルの測定・分

析により評価されてきた。これに対し、本研究では都

市の中に存在する様々な音を抽出し、各音の関係性に

ついて検討することにより、音環境を評価するための

手法を提案した。

その研究成果を、以下の２編の原著論文にまとめ、

公表した。

１）木下元洋、杉山和一、副島千佳、古江晃一郎、�
口健人：景観と音景観の構成要素を用いた風景の工

学的分析手法の提案、サウンドスケープ、第１１巻、

第１号、pp．３９‐４８、２００９．７

２）木下元洋、杉山和一、池田純子、王 、�口健
人：長崎市の中心市街地周辺地区における音環境の

分析・評価、土木構造・材料論文集（CD-ROM Ver-

sion, pdf）、第２６号、pp．１７８‐１８５、２０１０．１２

◆大陸から越境移流する大気中の化学物質の分析と生

物影響評価

長崎県西彼杵半島の県民の森に設置した大気観測局

において捕集された大陸からの気塊中に含まれる化学

物質の分析、気塊の越境ルートの解明、捕集された物

質を用いた種々の生物影響評価を複数名の多様な専門

分野が連携することにより解明を勧める越境大気プロ

ジェクトを推進している。
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国際連携活動

国際的環境研究・教育への協力、環境問題の相
互理解と情報の共有を推進する。

◆第６回アジア金融市場国際カンファレンスの開催

アジア経済研究所、中国経済研究会等の会員となり、

開発途上地域に関する出版物、中国経済に関する各種

調査資料及びアジアの政治経済のデータベース利用な

どの提供を受け、積極的に情報収集を行うとともに、

第６回アジア金融市場国際カンファレンスを平成２２年

１２月１１日・１２日の二日間、福岡市のアクロス福岡にて

開催した。

このカンファレンスは文部科学省「平成２０年度大学

院教育改革支援プログラム」（大学院GP）として採

択された「新興金融市場分析の専門家育成プログラム

－アジアを中心に世界で活躍するファイナンス・プロ

フェッショナル育成プログラム－」の一環として開催

した。

毎年このカンファレンスでは、大学院経済学研究科

博士前期課程の学生が大学院GPに基づく研究成果を

報告し、各国の研究者から貴重な示唆をいただいた。

このネットワークは、今後の本学部金融分野を中心

とする研究の発展に大いに貢献すると期待されている。

◆日中韓の大学間連携による水環境技術者育成 －水

環境の保全と持続的利用を支える技術の東アジアへの

展開－

平成２２年度から、文部科学省において「日中韓等の

大学間交流を通じた高度専門職業人育成事業」が創設

され、生産科学研究科から申請し採択された事業で、

平成２３年度からは、工学研究科博士前期課程において

中国及び韓国の留学生を受け入れ、東アジアの国々に

おける水環境の保全と持続的な利用のため、水環境の

診断・予測、水質浄化・排水処理等の技術を修得させ、

東アジア地域に貢献することができる実践能力に優れ

た高度専門技術者を育成する。

平成２２年度は、次のとおり、本事業の実施体制の構

築を行った。

� 学内規則、カリキュラム等の整備を行った。

� 水関連の企業から、特に優れた知識、経験、技術

を有する教員３人を招聘し、採用した。

� 長期インターンシップ及び就職における企業との

調整、マッチングを行うため専任コーディネーター

１人を採用した。

� 優秀な学生の推薦を含む本事業への支援体制構築

のため、中国及び韓国の１０大学（福州大学、同済大

学、上海海洋大学、山東大学、山東科技大学、済州

大学校、釜慶大学校、江原大学校、全南大学校、全

北大学校）とコンソーシアムを構築し、協定を締結
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した。

� 長期インターンシップの受入先となる企業及び地

方自治体等に本事業の趣旨を説明し協力を依頼した。

� 平成２３年度入学に係る特別入試を実施した。

◆第７回東シナ海の水生生物の繁殖に関する国際会議

の開催

第７回東シナ海の水生生物の繁殖に関する国際会議

を平成２２年１１月２４日～２７日に開催し（開催地：韓国済

州島）、東シナ海の環境と資源の保全・回復に関する

研究打合せも合わせて行った。中国・韓国から研究者

を招聘した。

◆中国上海海洋大学・韓国済州大学校と連携した海洋

温暖化および環境ホルモン汚染の実態調査

中国上海近郊の沿岸域を中心に、海洋温暖化と化学

物質（環境ホルモン）汚染による生物の繁殖への影響

を調べるため、上海海洋大学、済州大学校、北海道大

学と共同で魚類を採集し、汚染実態の調査を行った。

（科学研究費基盤Ｂ）

◆大陸から越境移流する大気中の化学物質の分析と生

物影響評価の国際共同研究

大陸から日本に到達する化学物質の分析、生物影響

評価を行うために、韓国チェジュ島の標高１１００�の地
点に大気捕集ステーションをチェジュ大学と共同で設

置し、国際共同研究を行っている。（文部科学省科研

費基盤研究�海外学術調査）
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産学官連携活動◆都市部河口域の人由来の化学物質汚染と野生生物の

影響調査

都市部の河口域には人由来の化学物質汚染が進行し

ている。これを明らかにするために、韓国チェジュ大

学、釜山市、中国上海市（上海海洋大学）と共同学術

調査を行っている。

産学官連携による環境研究を推進し、その研究
成果の社会への還元に努める。

◆NEDOグリーンネットワーク・システム技術研究

開発（グリーン IT）プロジェクト「データセンター

の電源システムと最適直流化技術の開発」

新エネルギー開発機構NEDOのグリーン IT プロ

ジェクトの一貫として、NTTファシリティーズ、三

菱電機、名古屋大学および産総研と共に産学官の連携

チームを組み、増加の一途にあるデータセンターでの

情報通信用エネルギーの消費を３０％削減するための電

源システムの開発および実証試験の準備を進めている。

特に、スイッチング電源のディジタル制御化によるア

ダプティブマネージメントの実施を目指している。こ

こで開発する技術は、一般家庭を巻き込んだスマート

グリッドにも応用でき、今後の展開が期待されている。

これらのことは平成２３年度科学・技術重要施策アク

ション・プランに「データセンターの省エネ化」およ

び「スマートグリッドを構成する情報通信機器・シス

テムの研究開発」として取り上げられ、経済産業省と

総務省、さらにはその基礎技術の開発を助力する文部

科学省との位置付けの元、日本政府として開発する重

要な技術と位置づけている。

さらに、経済産業省・技術戦略マップ２０１０の「総合

エネルギー効率の向上・エネルギーマネージメント」

において、家庭情報機器においてディジタル制御電源

の省エネ技術が今後開発すべき重要な技術として挙げ

られていることからもその効果への期待の大きさのほ

どが分かる。
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◆下水処理場の放流水を利用した低落差マイクロ水力

発電の設計と有効利用の検討

長崎市上下水道局からの依頼を受け、長崎市西部下

水処理場の処理放流水のエネルギーを利用したマイク

ロ水力発電を検討した。

長崎市西部下水処理場は下水処理能力が６９，５００�／

日あり、現在は日量４５，０００�、約１５０，０００人分の下水
を処理する長崎市最大の下水処理場である。下水を濾

過してきれいにした処理水を海に放流していたが、処

理のために汲み上げられた水が、堰から流れ落ちる落

下のエネルギーを有効に利用するために、水力発電を

講じるものである。

この事業は、長崎市西部下水処理場と長崎大学と包

括協定を結んでいる協和機電と連携して行った。下水

放流水の水量の算定、低落差エネルギーを利用するマ

イクロ水力発電の設計流量の決定、適する水車の選定

および発電量の予測を行った。

下水処理放流水は１日の中で時間変化が大きく、変

化の状況を考慮して水車の設計水量を２，１００�／hと
算定した。本水路は落差が約１．８�とマイクロ水車が
設置される条件の中でも非常に小さく、一般に利用さ

れる水車の使用は難しい。そこで、新しいらせん水車

を利用することを協和機電とともに検討した。

らせん水車は、ねじのようならせん型をした羽根車

を水の勢いで回転させることで、発電をするものであ

る。古くはアルキメデスが紀元前三百年くらいに考え

た形状で、日本でも戦前には地方で使われていたが、

戦後は高回転の水車へ取って代わられてきた。今回は、

低落差であること、最近低速の発電機が開発されたこ

とから、利用することとした。有効落差１．８�をもと
に、毎時間毎の発電量の算出を行い、それをもとに水

車発電量を２．９kWと見積もった。実機では、水量が

多いときは、実際の落差も大きく予測発電量を上回り、

予想どおりの性能を得ることができた。

さらに、市民への下水処理場のエネルギー問題への

取り組みをPRするために、再生可能エネルギーへの

対応として本水力発電を紹介するパネルを製作した。

この超低落差水力発電については、NHK富山から

の取材や、この秋には、学会（ターボ機械協会水力エ

ネルギー活用技術分科会）からも極低落差のマイクロ

水力発電として、見学に来る予定である。

なおこの事業は、学生へのエネルギー教育のために、

工学部における産学官連携プロジェクト実習のテーマ

として取り組んだ。
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地域連携活動

環境保全等に関する知識・技術を発信し，地域
との連携・コミュニケーションを推進する。

◆環境科学部環境教育研究マネジメントセンターにお

ける地域連携活動

環境科学部内に設置の環境教育研究マネジメントセ

ンターは、雲仙Ｅキャンレッジプログラムや、自治体

が主催する地域教育に係るプログラムの策定等をおこ

ない、次のとおり様々な地域連携活動を推進した。

・学生参加のワークショップ「地域力再生プロジェク

ト」を全５回で開催した。

第１回（６月１２日）「棚田の利用�－田植え体験－」
第２回（７月２４日）「雲仙百年の森の下草刈りと竹細

工づくり」

第３回（１０月１０日）「棚田の利用�－稲刈りと掛け干
し体験－」

第４回（１１月３日）「唐箕を使った脱穀体験」

第５回（１２月３日）「小学生・地域の方々との餅つき

体験」

・「ながさき地域発見大学」の開催

長崎県観光振興推進本部・�JTB 九州・�シニア
と大学と地域ネットワークとが連携して、ながさき地

域発見大学実行委員会（会長：佐久間正長崎大学環境

科学部長）を組織し２０１１年２月７～１１日に実施した。

５０歳以上をおもな対象としたシニア短期留学の旅行

企画で、青森や熊本など全国各地から１６名を迎えた。

会場は長崎大学環境科学部と長崎歴史文化博物館の２

か所で午前中は座学、午後はフィールドワークをおこ

なった。

【座学】

・２月７日 １５：３０～１７：００ 幕末明治古写真の世界

－古写真にみる世界史の中の長崎－

講師：姫野順一氏

・２月８日 ８：５０～１０：２０ 日本第一号！ 世界ジ

オパーク・島原半島

講師：馬越孝道氏

・２月８日 １０：３０～１２：００ 世界遺産暫定リストの

文化遺産をめぐる

講師：深見聡氏

・２月９日 ８：５０～１０：２０ 大航海時代と長崎―教

会群の世界遺産登録をめざして－

講師：原口泉氏

・２月９日 １０：３０～１２：００ 龍馬と弥太郎の長崎―

弥太郎日記から―

講師：原口泉氏

・２月１０日 ８：５０～１０：２０ 長崎キリシタンと天正

遣欧使節 ―世界地図に文明国・日本を描かせた少

年たち―

講師：大石一久氏（長崎県文化振興課）

・２月１０日 １０：３０～１２：００ 唐貿易―中国文化と長

崎―

講師：本馬貞夫氏（長崎県参与）

・２月１１日 ８：５０～１０：２０ 日本初の国立公園・雲

仙をめぐる－温泉山の歴史と自然－

講師：西久幸氏（自然公園財団雲仙支部副所長）

・２月１１日 １０：３０～１２：００ 思想としての長崎

講師：佐久間正氏（長崎大学環境科学部長）

【フィールドワーク】

・２月８日 １３：００～１７：００ 世界遺産暫定リストの

文化遺産をめぐる

講師：深見聡氏

・２月９日 １３：００～１７：００ 龍馬ゆかりの地を歩く

講師：原口泉氏、深見聡氏

◆小浜温泉エネルギー活用推進プロジェクトへの参画

低炭素社会への移行が求められる中、雲仙・島原に

おける地熱エネルギー、未利用温泉水をエネルギーと

して活用する取り組みについての協議の場として、地

元関係者、行政、大学等からなる小浜温泉エネルギー

活用推進協議会に参画し、長崎大学・九州大学の共同

研究チームにより、「雲仙・島原における地熱エネル

ギーを用いた地域力再生プログラムの開発」を実施し

ている。
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◆共同研究交流センターにおける長崎県等と連携した

環境分析技術研修の開催

地域の人材育成事業（「長崎県長崎・島原地域産業

活性化人材養成等支援事業」）の一環として、地場企

業、新規創業企業、及び誘致対象企業において求めら

れる産業人材を育成することを目的に、下記の内容の

環境分析技術研修を行った。地元地域の企業等の環境

分析に関心のある人や分析業務に携わっている人を対

象とし、座学だけでなく実際の分析操作の実習に重点

を置いて研修を行うことで実践的な能力向上を図った。

これにより、具体的な現場の作業に直結した有意義な

質疑応答や意見交換を行うことができた。

○日程：前期；平成２２年８月２３日�～９月３日�
後期；平成２３年１月２４日�～２月４日�

○時間：１８：３０～２０：３０

○場所：長崎大学総合教育研究棟 他

○各回の内容：

１回目 オリエンテーション、法規制、定量操作実習

２回目 廃棄物の溶出試験、前処理（重金属分析）

３回目 ICP発光分析法、還元気化法による水銀分析

４回目 水中VOC分析、n‐ヘキサン抽出物の分析

５回目 排水中の T-N・T-P 測定

６回目 オリエンテーション、BOD分析の開始、GC

/MS、HPLC/MS-MS質量分析計講義

７回目 HPLCによるカフェインの分析

８回目 バイオアッセイによる排水管理

９回目 大気中の化学物質の捕集、大気中VOC、ア

ルデヒド分析

１０回目 BODの解析と TOC分析との比較、バイオ

アッセイによる排水の解析
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